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略歴

• 日系コンサルティング会社を経て現職

• 通信、メディア、テクノロジー、インフラ、金融、飲料メーカーを中心に、幅広い企業に対して全社経営戦略立案、新規事業戦略立案など豊富な経験を
有するほか、官公庁に向けた政策立案の経験も有する

• 近年はAI / DXに関する戦略立案～オペレーティングモデルの再設計/トランスフォーメーションを手掛ける

主な実績

• 通信  AI関連戦略策定・実行支援
• 通信  AIコールセンター新会社の営業戦略策定支援
• 通信  事業再設計に向けた戦略立案支援
• 通信  価値共創プラットフォーム戦略立案
• メディア 経営指標評価に向けた調査支援
• メディア DX中計策定に向けた調査及び実行計画策定支援
• メーカー 中長期DX戦略策定支援
• メーカー  全社コーポレートトランスフォーメーション改革支援
• 経産省  DXレポート2.0作成および事務局運営
その他
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PwC

2035年ごろを目処に、AIエージェントはAGIに向けて進化すると予想、
現実世界の作業でも人間と同水準のパフォーマンスを発揮できる見込み
AIの技術動向の将来見立て

3出所） PwC「生成AIの将来技術動向 2026年」



PwC

基盤モデル開発企業や半導体・計算機器ベンダーなど複数の観点からも、
AIは2035年ごろまでに、自律的に業務を進める労働力へと進化する見込み
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AI業界の主要人物によるAI予測

出所） PwC「生成AIの将来技術動向 2026年」
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AI活用で高い生産性を発揮する「Productivity Augmented Individual」
で構成される組織体の出現が、重要な転換点になり得る
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企業の在り方の変化

出所） PwC「生成AIの将来技術動向 2026年」
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AIエージェントによる代替は、定型・標準化業務を中心に広がる一方、
席になる判断や精密な作業を伴う領域は構造的制約により人に残り得る
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AIエージェントによるタスクの実行可否と、人に残る業務領域仮説

出所） PwC「生成AIの将来技術動向 2026年」
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人を減らすことではなく、企業運営の役割分担再設計によりAIエージェントの
活用を進めている事例がみられる
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企業の在り方の変化

出所） PwC「生成AIの将来技術動向 2026年」
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日本のAI活用・推進度は87%と、他国と比較して大きな差はないものの、
期待を大きく上回る効果を創出している企業の割合は日本が最も低い
日本と海外の差とその内実

出所） PwC「生成AIに関する実態調査2026春」 8
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日本は生成AIによるビジネス消失の危機感を強める一方で、
米・韓などは「根本変革チャンス」の認識を強めており、意識の差が生じている
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日本と海外の差とその内実

出所） PwC「生成AIに関する実態調査2026春」
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先進企業では、「AIをどのように使うか」というよりも、
「AI化前提でどのように企業経営を設計するか」、に転換しつつある
海外先進事例

経営

事業

業務

• AI導入による調整業務等の削減により、中間管理
職が減り組織階層が平坦になりつつある
（Flattening）

• CAIOとCHROを同一人物が兼ね、人とAI（+その
他ツール）を並列のリソースとみなす動きも

• 課金単位・顧客・仲介構造が変わりつつある

• 人の役割は「実行」から「例外処理・監督・保守」へ
移りつつある

• AI導入に向け、全従業員の約5%削減、さらに
組織階層を削減し管理職一人当たりの管理範囲を拡大
（American Express）

• 管理層を減らし、チームを従来の製品単位から顧客成果
単位へ（HubSpot）

• 従来はユーザー単位の課金であったが、
AWU（Agentic Work Units、エージェント単位）やその他複
数の価格方式を提供へ（Salesforce）

• 人間用ではなく、Agentがつなぐ窓口を提供、
オンライン在庫の検索や購入まで可能に（Walmart）

• 業務プロセスを前工程から後工程までゼロから見直し、
構想しなおす（Goldman Sachs）

• 適格な保険金の請求処理はAIなどにより自動化、それ以
外は人が対応（保険各社）

具体事例先進事例概要
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業務変革へのAI利用は広がりつつあるが、
複数の重要領域・全社に及ぶ回答企業は約2割にとどまる
企業のAI活用状況

8.9% 14.1% 33.5% 31.3% 12.2%

23.0%

全社的・戦略的に利用 複数の重要領域で利用 一部の領域で利用 試行的・限定的に利用 まったく利用していない

出所） PwC「AIX実態調査 2026」

所属企業における、業務変革やBPRにAI Agent, AIツール利用状況 国内企業
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回答企業の約半数が自社における活用を「使って終わり」と評価しており、
継続・拡大に向けた取組は道半ば
企業のAI活用状況

51.0% 29.0% 11.0% 6.0% 3.0%

51.0%

単発利用型：AIは主に個別業務の効率化ツールとして使われており、利用のたびに価値は消費される（利用結果が次の改善や他業務に十分に活かされていない）

人手改善型：AIの利用結果をもとに、人がデータ、プロンプト、業務ルール、モデル等を見直し、次回以降の活用に反映している

半自動改善型：AIの利用結果やログをもとに、改善の一部が仕組み化されており、人の関与を前提にしつつも、効率化や精度向上が継続的に進む状態にある

自動拡大型：AIが利用データや運用結果をもとに、自動的に調整・改善される仕組みがあり、活用が広がるほど成果や収益機会も拡大していく

飛躍進化型：AIが既存の運用改善にとどまらず、新たなロジック、モデル、業務のやり方、価値創出方法まで生み出し、事業成長を自律的に押し広げる状態にある

出所） PwC「AIX実態調査 2026」

所属企業における、AI活用の状況（n=1,650）

単発的な利用

国内企業
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AIの施策展開範囲と、推進主体による意思決定可能な範囲には
相関性がみられる
AIの施策展開範囲と、推進主体の意思決定範囲の関係性

57.1%

14.8%

4.9%

7.1%

17.1%

37.5%

22.5%

23.3%

12.9%

10.0%

21.3%

29.7%

27.1%

17.6%

8.6%

19.9%

28.5%

27.6%

28.2%

7.1%

6.5%

14.4%

17.7%

34.1%

全社的・戦略的に利用

複数の重要領域で利用

一部の領域で利用

4.3%試行的・限定的に利用

利用していない

140

216

471

417

85

74.3%

52.3%

27.4%

27.6%

20.0%

出所） PwC「AIX実態調査 2026」

AI推進主体による意思決定可能な範囲

戦略・予算・人材配置・導入判断まで

施策の優先順位や投資判断まで

ツール導入や個別施策まで

提案はできるが、
意思決定は他部門や経営層

情報収集・事務局機能が中心で
意思決定権限はほとんどない

施
策
展
開
範
囲
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AIで業務効率化は成されつつあるが、別業務探索・工数投下が現場判断で
自律的になされる上人員再配置まで至らず効果創出がなされ切っていない
AI活用により生まれた余剰

“”

• 現場発でDX・AIを実装し、効率化がなされたとしても、
一人の人間の工数が全て浮くことはほぼない

• （前述の物流系IT部長と同様の事象が起きる中で）
組織を超えた業務整理・人員再配置を行わねば、
効果創出には結局結び付きづらい

• 現場発の活動である限り効果創出に至りづらいということ

SIer系企業役員

• DX活動でも同様だったが、
業務効率化がなされたとしても現場の人間は自分で
業務を探し、余剰時間を埋めてしまう

• そのためか、「業務が楽になった」との効果実感に
どうしても結びつきづらいと考えている

“” 物流系企業 IT部長
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AI活用の効果として、財務インパクトまで定量測定・継続管理できている
企業は、約9%にとどまる
AI活用状況と効果測定・次の展開との相関性

出所） PwC「AIX実態調査 2026」

9% 20% 16% 16% 38%

9%

財務インパクト（売上・利益・ROI等）まで定量測定し、継続管理できている

業務KPI（工数削減・生産性・品質等）を定量測定できている

利用率・利用人数等の活用状況は測定できている

一部取り組みのみ限定的に測定している

測定できていない

所属企業における、AI活用の効果測定状況（n=1,650） 国内企業
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一部の企業は、AI活用を促進すべく、これまで決めずにすんでいたことを
AI活用を前提として設計・決定している

AI活用のさらなる促進に向けた取組

人の知見を組み込み、
人に戻す条件を決める

CBA（金融）
• AIが新しい不正の手口を見つけて検知ルールを提案
• 実装は不正分析チームが承認

Deutsche Bahn （鉄道）

• ダイヤが乱れたときの整理案はAIが出す
• 決めるのは指令員

Telstra（通信）
• 全社のAI利用を一つの管理基盤に集め、コスト・利用状況・性能・リスクを
一元的に見る

CBA（金融）
• AIによる便益を約2億豪ドルと決算で開示。測定項目を列挙し、便益の実
現度合いに応じて投資額を調整すると明言。FY25・26は投資が便益を上
回ったことも公表

BMW（自動車）
• 生産現場のデータや人による作業実演を活用し、ロボットの動作を学習さ
せる取り組みを進める。現場で培った技能をAIに取り込み、部品生産へ
の適用を目指す

Ford（自動車）
• AI・自動化だけでは品質課題を解決できず、採用・昇格・復帰を通じ約350
人の熟練技術者を確保

• 設計レビューや若手育成、AIツールの改善に経験知を生かし、人とAIを組
み合わせる体制を強化した

AIが判断する範囲を決める

• 「この案件はAIに任せる、これは人が見る」を
担当者の勘ではなく、金額・確信度・結論の種
類といった、誰が見ても同じ答えになる条件で
分類

効果の物差しを決める

• 防げた損失・解決時間・単位コストといった測
定項目で表現

• 投資を続ける・広げる・減らす判断に直結させ
ている

• 欠陥や動作の正しさの基準は経験者の頭と
現場の動きの中にあると再認識

• 持ち主を組織に戻す、もしくは自社のチーム
が現場知識をデータや動作に変換する役割を
担っている

16

AI活用を前提とした組織・業務の再設計

AIに対し、
「決めてよい範囲」と
「投資対効果」、

「人に戻す条件」などを
決める

ルール作りとガバナンスが
重要となる

16
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AI活用を通じて独自データと改善ノウハウを蓄積する企業は競争優位を高め
るが、自社主導で循環可能な企業は限られ、成果創出に差が生じ始めている

17

AI活用の好循環創出方針
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AI組織能力・AI技術能力・AI経営能力が高いほど、高い市場バリエーション
（PER＝利益期待）を得られる傾向にある
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AI資本経営スコアが高い企業は高いPERを獲得している

出所：公開データに基づいてPwC独自調査
1.AI資本経営スコア：プライム市場上場企業に対して公開情報（統合報告書、有価証券報告書、公開記事等）に基づく独
自調査を行い、AI資本化能力（組織能力・技術能力）及びAI資本蓄積量（データ・モデル）の活用・蓄積状況を分析
2.PER：FY2022~2024年の平均値を採用（Speeda）
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製薬会社30社のPERとAI資本経営スコア（PwC独自作成）

AI Company Value

自律的に意思決定を行う「AIエージェント」を
実装した企業とそうでない企業の間に、

巨大な価値の溝（Value Gap）が生じると予測
（Morgan Stanley）

Market Discount

AI活用の実態が伴わない企業に対し、将来の
成長期待値を引き下げるディスカウントを適用

（JPMorgan Chaseなどのアナリスト）

AI資本形成はバリュエーションに影響する

アナリスト・エコノミストの視点からも
AI資本形成が行われている企業は

市場から優位な評価が得られることが伺える

AI資本蓄積が企業バリュエーションへ与える影響

非公開
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AIに任せるために、残す固有性と捨てる複雑さを、
各企業が決定する必要がある
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例外と共通化

遵守すべきルール等はあるか 標準化領域を特定してAIに任せる

標準化により不利益が生まれるか 必要な違いをルール化する

判断の主体・基準を定義できるか 人が判断する範囲を残す

顧客価値、品質、安全、
法令・契約上の必要性があるか

実際の不利益があるのか
それとも慣習や過去の制約による違いか

判断基準を定義できるか。
例外や責任上、人が判断すべき境界はどこ
か

外部標準に合わせる
（Fit to Standard）

企業固有性を残す

業務はそろえやすいが、
自社の効率や顧客対応に必要な違
いまで失う場合がある

現場には合わせやすいが、
処理の分岐や検証対象が増え、
変更・保守が複雑になり得る

必要性の低い差異や重複を整理し、
共通の処理として実装する

顧客・商品などに応じた条件を明文化し、
AIの処理に組み込む

基準だけでは処理できない案件や、責任上、
人の承認が必要な案件を切り出す

業務を一律にそろえることではなく、何を残し、何を変えるかを企業自身で決める必要がある

業務の変革方向性 確認にもとづき判断すべき方向性業務ごとに確認すべき事項

どちらに寄りすぎても
AIの活用は
うまくいかないため・・・

>
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民間企業では、経営による意思決定をもとに差別化を企図しているが、
公共では共通化による効率化を志向してもよいか
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おわりに

• NTTデータは、金融機関向けに共同利用型のAI基盤を構築、2026年度末に提供開始予定
• 各金融機関が保有する顧客/取引/非構造化データを一元的に統合・活用、加えてNTTデータの既
存PFとのシームレスな接続を実現

• 共同利用型で技術・人員などの資源を集約することで、共通業務の高度化と競争力強化に寄与

NTTデータによる、金融機関向け共同利用型AI基盤の構想

• ここまで触れてきた通り、民間企業では自社
競争力強化に向け、AIを自社の経営による
意思決定のもとに推進

• 他方、AI活用をより進めていくためには
コスト・リソースを大きく要する

• その中で、一部事業者は、
協調領域におけるAI基盤の共同利用等を
進める事例も散見され始めている

• これらの例にならい、公共でも、一部領域は
共通化による効率化を志向してもよいので
はないか

＞
非公開
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なお、AIのアウトプットを「使える」と判断する力は、実務経験に支えられるとこ
ろもあり、今後の社員教育の在り方は企業にとっての論点の一つ

21

“”

• AI活用を進める中で、当社の事業・業務のコンテクス
ト理解はなお不可欠な要素との認識が進みつつある

• 今後も「フルAI化」は意図的に志向せず、
特に若手には雑務も経験しながら、コンテクストを理
解する教育を施すことを考えている

製造系企業人事部長

• 生成AIの利用動向を観測すると、若手よりもむしろシ
ニア・管理職の方が多く活用していることがある

• 若手に内実を聞くと、生成AIのアウトプットがそもそも
妥当か、の判断がしづらいとのことである

“” 物流系企業 IT部長

AI活用に向けた、人材側の土台と企業の工夫
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